










2025年度　 (B日程)　統計学・計量経済学　解答例

第 1問. 解答：

(1) (20点)

Cov(Zi, Xi) ̸= 0 (E[Xi|Zi] ̸= 0),

Cov(Zi, εi) = E(Ziεi) = 0 (E[ϵi|Zi] = 0).

(2) (20点)

E[εi] = E[Yi − β0 − β1Xi] = 0,

E[Ziεi] = E[Zi(Yi − β0 − β1Xi)].

(3) (30点) (2)のモーメント条件より, 連立方程式
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を β0, β1について解く. Yi, Xi, Ziの標本平均をそれぞれ Y , X, Z と書く. (1)より

β0 = Y − β1X

を (2)に代入すると,
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となるから,

β̂1,IV =
1
n

∑n
i=1 YiZi − Y Z

1
n

∑n
i=1XiZi −XZ

=

∑n
i=1(Yi − Y )(Zi − Z)∑n
i=1(Xi −X)(Zi − Z)

(4) (30点) 弱操作変数の問題は、操作変数と説明変数が相関しつつも、その相関が弱い
場合に起こる。弱操作変数用いて回帰係数を推定した場合、その操作変数推定量の
バイアスが大きくなってしまう問題がある。



第 2問. 解答：

(1) (20点) パネルデータは複数時点での複数の同一個体のデータを含むのに対し、繰り
返しクロスセクションデータは複数時点での複数個体のデータではあるが、同一個
体を追跡調査したデータではなく、時点によって個体が異なるという違いがある。

(2) (25点) 2方向固定効果モデルでは、大都市を含む都道府県を 1, それ以外の都道府
県を 0とするダミー変数は、時点が異なっても変わらない固定効果で都道府県効果
に含まれており、仮に追加してもその係数を推定することはできず、したがって追
加するのは適切ではない。

(3) (25点) 2方向固定効果モデルでは、コロナ禍の年を 1, それ以外の年を 0とするダ
ミー変数は、異なる都道府県であっても変わらない固定効果で時間効果に含まれる
ため、仮に追加してもその係数を推定することはできず、したがって追加するのは
適切ではない。

(4) (30点) 固定効果モデルは、同一個体における時間経過による変化を分析する手法
であり、他の個体との差による変化を分析できる手法ではないため、適切ではない。
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第 1 問 

(1) 𝑐1 + 𝑠 ≤ 𝑦1, 𝑐2 ≤ (1 + 𝑟)𝑠 + 𝑦2     ⟹     𝑐1 +
𝑐2

1+𝑟
≤ 𝑦1 +

𝑦2

1+𝑟
  

(2) 1 + 𝑟 

(3) 𝑠∗ =
𝑦1

3
−

2

3
 

𝑦2

1+𝑟
 

(4) 𝑟 が上昇すると代替効果としては老年期の価格が下がると同等なので老年期の消費量

が増え、若年期の消費量が増える。所得効果としては、(1)の予算制約式では右辺が減るの

で所得が減ることと対応するため、若年期と老年期の消費が上級財であるならば双方とも

減る。（ただし、予算制約線の書き方によってこの解釈が変わることもある。） 
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𝑠∗ = 0 のときは(1 + 𝑟) 𝑦1 = 2𝑦2なので、 
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第 2 問 

(1) 𝑞1
∗ = 𝑞2

∗ = 4, Π1
∗ = Π2

∗ = 32 

(2) 𝑞1
∗ = 6, 𝑞2

∗ = 3, Π1
∗ = 36, Π2

∗ = 18 

(3) シュタッケルベルグ競争のリーダーは、もしクールノー均衡の生産量を選べば相手がク

ールノーで返してくるのでクールノー均衡利潤を確保できる。にもかかわらずシュタッケ

ルベルグ競争のリーダー生産量を選んだということは、そちらの利潤が高いからである。 

(4)  

企業２ 

企業１ 

𝑒1 𝑒2 

𝑒1 (32,32) (36,18) 

𝑒2 (18,36) (32,32) 

 

ナッシュ均衡は (𝑒1, 𝑒1) となる。 
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解答例と出題の意図 

 

第１問 ソロー・モデル 

【解答例】 

1. 一人当たり表示： 

    y = Y/L = k^{1/3} 

 

2. 一人当たり資本蓄積式： 

    k_{t+1} = [s k_t^{1/3} + (1−δ)k_t] / (1+n) 

 

3. 定常状態（k_{t+1}=k_t=k*）： 

    (1+n)k* = s(k*)^{1/3} + (1−δ)k* 

    (n+δ)k* = s(k*)^{1/3} 

    k*^{2/3} = s/(n+δ) 

 

    k* = (s/(n+δ))^{3/2} 

 

4. 一人当たり生産： 

    y* = (k*)^{1/3} 

        = (s/(n+δ))^{1/2} 

    δ+n = 0.4 より、 

    y*(s) = (s/0.4)^{1/2} 

 

【出題の意図】 

・ソローモデルの一人当たり表示と定常状態の導出能力   

・貯蓄率と定常状態の関係を理解しているか   

 

第２問 二期間モデルの効用最大化 

1. ラグランジュ関数： 

    L = C1^{1/2} + βC2^{1/2} + λ(A − C1 − C2/(1+r)) 

 

2. FOC より Euler 方程式： 

    C2/C1 = (β/(1+r))^2 

    β/(1+r) = 0.9/1.1 = 0.81818 

    よって C2 = 0.6694 C1 



 

3. 予算制約に代入： 

    C1 + 0.6694C1/1.1 = 398 

    C1 = 247.43 

    C2 = 165.68 

 

【出題の意図】 

・二期間モデルの基礎（Euler 方程式、ラグランジュ法）   

・代数処理から最適消費の導出ができるか   

・動学最適化の基礎理解を確認   


